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シナリオ・プランニング1 

 
０．「仕事基準」の哲学 
 
昨年、ベトナムで「人基準」vs「仕事基準」の概念を、JICA専門家の方にお話したら、この概念に
かなり刺激されていました。彼は、大手鉄鋼会社で日系自動車メーカーと付き合い、その後、東欧、

南米、東南アジアで、現地の方々にマネジメント教育をされてきた 60歳代の方です。 
 
人間の哲学（人間の本質・目標・可能性・実践についての哲学）が変わる時、あらゆるものが変化す

る。2 具体的には、人間が属している組織の評価軸3を変えることで、人間行動を比較的短期間に変

えることができます。このことを積極的に理解するのは、国際経験、歴史などを通して、人間を理解

しようと努めてきた人たちのようです。 
 
仕事を通して、農業も金融も、製造業も他サービス業も、経済が回ることに貢献しています。「仕事

基準」の哲学は、我々が市場経済の中で暮らし、全体として経済を支えている限りにおいて、当然の

帰結でもあると思います。 
 
 

１．解決策の提案は、難しくないが、シナリオをしっかり策定する。 
 
国内の地方自治体の事業や海外での公的プロジェクトなどの経営改善に従事した経験を通して言え

ることは、国内の公的セクターの問題が指摘される場合、その殆どが民間セクターや諸外国で経験済

みであり、解決策を提示できることです。 
 
課題は、どういうシナリオで実行するかということですが、最初に原理原則（Principles）で合意を
取り付けることが重要だと思います。例えば、評価・報酬制については、終身雇用、透明性、やれば

やるだけ。という 3点になります。 
 
報酬は、３P（Position, Performance, Person）の合計ですが、組合への説明として Person分だけ
を、生活給的に年功序列にすることもできます。しかし、全体として仕事の価値による評価ですよと

すると、仕事の価値向上を目標に職員が努力するようになります。 
 
評価性・報酬制の改革は、運用マニュアルを策定することで、法制面は軽微な変更だけで可能です。 
 
 
２．過剰人材を日本経済に生かす仕組みを！ 
 
人材過剰の組織は、それだけで非効率です。仕事の価値を精査し、各業務を見直すと共に、継続する

業務も、できるだけ関与人数を減らすべきです。 

                                                   
1 将来予測が当たらないことを前提とし、今日下さねばならない意思決定を長期的視野で見るシェル・グループが開
発した技法。1970-80年代の最悪シナリオは、核戦争、最善シナリオは、米ソ融和。 
2 Toward a Psychology of Being, Maslow, Abraham, 1962 
3 価値軸とも言うが、評価軸とは、仕事の価値の評価のものさし。軸としているのは、唯一のものだからです。 
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そのためには、国民の批判があるからと言って、公務員の民間セクターへの移動を禁ずるかのような

印象を与えていることは問題で、メディアを適切にリードすることが必要です。 
 
生活できることを最低限とし、経済全体の中で積極的に人財を育て生かす戦略が適切です。 
 
地方自治体であれば、民間経済活性化室（仮称）を創設して、積極的に民間企業への支援やコンサル

ティングをするのです。日本の中小零細企業は、管理部門が弱く、管理会計・財務管理が不十分で金

融機関との付き合いが上手にできません。また、国際人材も不足しており、海外企業との取引や戦略

的なマーケティングは、皆無に等しい状況です。 
 
民間企業での仕事は、創造性を求められ面白い点もありますから、公的セクターでの過剰人材が、民

間セクターに自然に流れ出す制度をつくるのです。 
 
 
３．バウチャー制度で行革の加速を！ 
 
この流れを加速するためには、バウチャー制度が有効です。企業は、無料で配布されたバウチャーを

出し、コンサルティングや研修を依頼します。依頼され仕事をした職員は、そのバウチャー分の報酬

が増加するようにするわけです。かなり、直接的な仕組みですが、営業力や実力のある職員は、収入

が増加します。バウチャーの原資は、組織全体での職員の減額された報酬です。 
 
 
４．職員にMBAなどを取得させる制度を！ 
 
ただし、公務員は、民間企業支援については、スキルや経験不足の点がありますから、地方自治体や

中央官庁で、通信教育などを含めMBAを取得できるような制度をはじめます。この受講経費につい
ても、先のバウチャーと同様に、仕事の価値による評価で公務員の報酬減額分でカバーします。 
 
中央官庁の余剰人員には、MBAやMPA4を取得させ、地方自治体の効率化のための司令塔になれる

人材を多数育てます。MBAも MPAも日本では、あまりアカデミックでないため、軽視されてきた
傾向がありますが、日本経済の活性化に役立つ大切な内容をカバーしています。 
 
このような教育を受講した方々は、仕事のスキルが向上します。彼らは、民間企業だけでなく、地方

自治体の行革のための司令塔や幹部として勤務すると共に、将来の地方議員になることも提案できま

す。 
 
現在、市町村議員の多くは、財務諸表さえ読めません。本当の意味で、地域のための仕事をしていな

い、できない人材が多数です。彼らは、仕事の価値を出せないのですから、退任してもらい、新たな

中央官庁からの司令塔経験者に議員を勤めていただくことが、日本経済のために適切です。 

                                                   
4 Master of Public Administration (公共行政学など) 


